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歴史と伝統を引き継ぎ
未来へ続く
新たな政治を甲府から。

議会活動報告

NEXT未来

過去最大の一般会計当初予算が成立
超積極型５２９１億円

Profile & Archive

About Mukouyama
趣　味

バスケットボール・スケート
スポーツ観戦

資　格

教員免許

家　族

妻と長女（4歳）、
長男・次女（双子2歳）
両親の7人家族

所　属

［ 議会関係 ］
会派「自民党 誠心会」

総務委員会
県議会タブレット端末検証委員会

山梨活性化促進 県議会議員連盟 農林業部会
自殺対策 県議会議員連盟 研究委員会

県議会私学振興議員懇話会
県議会 歴史文化研究クラブ

子育て奮闘中！

昭和５９（１９８４）年７月１７日
誕生（３６歳）

平成３（１９９１）年
社会福祉法人
大鎌田保育園　卒園

平成９（１９９７）年
甲府市立 大国小学校　卒業

平成１２（２０００）年
甲府市立 上条中学校　卒業

平成１５（２００３）年
山梨県立 甲府西高等学校　卒業

平成１９（２００７）年
明治大学
政治経済学部政治学科　卒業

平成１９（２００７）年
山梨日日新聞社　入社

平成２６（２０１４）年
山梨日日新聞社　退社

平成２７（２０１５）年
甲府市議会議員　初当選

平成31（2019）年
山梨県議会議員　初当選

［ プロフィール ］

　山梨県議会は２月定例会最終日の３月２４日、一般会計総額が過去最大の５２
９１億円となった令和３年度当初予算案を賛成多数で可決しました。経済対策を
含む新型コロナウイルス対策４６９億円（２月補正を含む）が盛り込まれ、前年度
の当初予算を１５％上回る「超積極型予算」となりました。
　最大の特徴は、徹底した選択と集中で「最小の県負担で、最大の事業効果」
を目指した予算編成。長崎幸太郎知事の指示の下、各事業の見直しを進めて１
２３事業を廃止し、９億１千万円を節減、１１３の新規事業を打ち出しました。また、
国の補助金や有利な地方債を活用するなど公共事業費８９５億円を確保した
上、特に防災・減災対策は前年度の倍以上となる２８７億円が計上されていま
す。
　感染防止と医療体制の整備に取り組みつつ、長崎知事が掲げる「やまなしグ
リーン・ゾーン構想」の実現による感染対策と経済活動の両立が求められてい
ます。二元代表制のもとで知事と共に県政を推進する立場として、成立した予算
の執行をサポートしながら引き続き政策的議論を行っていきます。

新型コロナウイルス
感染症対策の主要事業

469億円※予備費5億円含む

111億円

感染拡大防止と医療体制の強化

77億円

県民生活に与える影響の最小化と
新しい生活様式への対応

276億円

県内経済の安定化・
反転攻勢にむけた対策

臨時号

Q&A 教えて！ 向山さん
県有地問題について

　県有地の「適正な対価」について、県と富士急行に大
きな金額の隔たりがあります。まずは住民訴訟の判決を
通じて、法的な裏付けを取ることが最優先です。「原告に
よる訴えの取り下げ」や「和解」の可能性もありますが、
既判力（裁判所が判断した事項について生じる効力）を
有するために判決は不可欠です。法的な“お墨付き”を
得た上で、賃料改定など県の施策遂行が求められます。
　県民共有の財産である県有地を「適正な対価」で貸し
出すことは当然で、資産の高度化、最適化に反対する議
員はいません。透明性ある賃料算定を求めつつ、様 な々
視点で議論を重ねて「適正な対価」とは何かという本質
論に真正面から取り組んでいきます。

　山梨県が富士急行に昭和２年（１９２７年）から貸し付
けている山中湖村の約４４０ヘクタールの県有地に対し
て、「賃料が安すぎる」として南アルプス市の男性が２０１
７年に県を提訴。住民訴訟で、県は「賃料は適切」と説明
していましたが、昨年８月に「賃料算定に重大な誤りが
あった」と方針を転換しました。現在の賃料 約３億３千万
円の約６倍にあたる「年間 約２０億円が妥当」との不動
産鑑定書を提出し、「現在の契約は『違法無効』である」
と訴える一方、富士急行は現在の賃料の妥当性を主張
して見解が分かれています。

Q.これからどうなるの？

Q.意見の違いは政治的な対立が背景にあるの？

Q.県有地問題って？

令和3年度 山梨県一般会計当初予算の概要

甲府市新型コロナワクチン
接種コールセンター（ナビダイヤル）

ワクチンの効果や安全性、接種後に副反応が出た場合の相談

［ 平日のみ 午前8時30分～午後5時15分 ］
0570-001502（自動応答）

山梨県新型コロナワクチン専門相談ダイヤル

最新の情報は、甲府市ホームページをご覧いただくか
お問い合わせください

［ 毎日 午前8時30分～午後8時30分 ］
☎ 055 223 8878- -

新型コロナウイルス関連情報
ワクチン接種の手続きや接種券（クーポン券）についてなど

最小の県負担で、最大の事業効果を追求
予算の
　ポイント！

歳入総額
5290億8312万円

地方交付税
24.8

県税
16.5

県債
12.1

国庫支出金
12.2

諸収入
20.0

地方消費税
清算金 7.2

繰入金 3.3

地方譲与税 1.8
使用料および手数料 1.4 その他 0.7 （％）

歳出総額
5290億8312万円

その他0.4繰り出し金1.1

人件費 22.0

扶助費 1.7

その他
一般行政費 27.2

普通建設
事業費 14.6

災害復旧
事業費 0.5

公債費 13.9

貸付金 18.6

前年度よりも
2.4億円多く節税

事業のスクラップ&ビルド 事業見直しによる経費の節減額
（件）
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廃止事業数 新規事業数
128

90

R2 R3 H28～30（平均） R1.6 R2 R3
0

前年度よりも
39事業多く廃止

◆ 徹底した選択と集中による県事業の再構築

　長崎知事は衆議院議員時代から「県有地問題」の解
決を訴えていたことから、「富士急行との確執が背景に
あるのではないか」との見方もありますが、長崎知事は
「政治的な対立は全く関係ない」と明確に否定し、あくま
でも法律上の議論として導かれた方針転換だと訴えて
います。
　また、予算修正案の賛否をめぐり、弁護士費用の削減
に賛成した議員を「既得権益派」とか「富士急行を裁判
で勝たせるためだ」と指摘する意見もあります。賛否混
在する議論は、政治的な対立ではなく、法律的または政
策的な見解の相違だと考えます。議会では、決め付けで
議論を進めずに異なる意見も受け入れながら、論点を
明確にして議論を重ねていく必要があります。



　会派「自民党誠心会」は、弁護士の選任手続きなどを明確化する
「山梨県顧問弁護士の選任等に関する条例案」を２月定例会に提出し
ました。予算特別委員会などで弁護士報酬に関する議論があり、県が
弁護士選任などに関わる規定を定めておらず、報酬基準も存在しない
ことが判明。弁護士の選定ルールを整えてから議論を深めることが必
要だと会派で判断しました。
　議論の“土台”となるよう条文を最小限に設定。顧問弁護士は県内
の弁護士から選任することを基本とする一方で、県外であっても「特に
必要があると認める場合」には、議会の議決を経て選任・任命すること
が可能と定めました。また、執行部の裁量権を尊重して弁護士報酬についての規定や基準は示さ
ず、代わりに付帯決議で、執行部が早急に弁護士報酬に関する基準を定めることを要請しました。
　県内弁護士を基本とすることに反対する意見もあり、本会議での採決は賛否同数、最後は桜本広
樹議長の裁決で可決されました。条例案は可決後すぐに、知事により再議に付され、再可決に必要
な３分の２以上の賛成に達せずに否決、廃案となりました。

日ごろの活動内容を多くの人に知ってもらおうと、向山はＳＮＳを利用した情報発信を行っ
ています。より多くの方に県議としての活動を知ってもらうとともに、向山が考える県政課
題や政策、主義主張を積極的に発信して県民の皆様との情報共有を目指しています。

SNSで情報発信しています！

新型コロナウイルスに関係する問題など、いつでも
電話・ＦＡＸ・メールで意見・要望をお聞かせください。

向山の活動は皆様の“声”が原点です。
Real VoiceSNS

皆様の声を政治にいかします！

NEW

県議会活動レポートThe Reprot of Prefectural Assembly

※2 債務負担行為とは…
１つの事業や事務が単年度で終了せずに後
の年度でも支出しなければならない場合に、
あらかじめ後の年度の債務を予算で決める
行為。予算は単年度で完結するのが原則だ
が、設定された範囲（事項、期間、限度額）内
で債務負担契約が結べる。

　山梨県は今年１月、「県有地問題」の住民訴訟で代理人を務める足立格弁護士（東京弁護士会 
所属）と、歴代知事の過失責任などを調べる総額６６００万円の調査業務委託契約を結びました。タ
イムチャージ制（時間報酬制）を初めて採用して、時給5万円の見積書を基に即日契約。人件費など
総務管理費から流用する形で支出された一方、議会に諮ることはなく、弁護士契約に関する質問が

あっても当初は県有地の特別委員会で明確な報告はありませんでした。
　契約内容が判明したのは、議会が要求した関連資料が出てきた後
で、契約自体を隠したとも取れる執行部の対応に、議員からは批判の
声が上がりました。２月定例会の総務委員会では、「きちんとした答弁や
説明がなされなければ、議会としても認めることはできない」として、説
明責任を果たすよう求める付帯決議を全会一致で可決。一般感覚で
は高額に映る弁護士報酬をめぐる議論のきっかけとなりました。

弁護士報酬６６００万円
説明責任を求める付帯決議※1

3月 4 日 ●補正予算案
▶▶弁護士報酬６６００万
円の支出について、説明
責任を求める付帯決議を
賛成多数で可決

2月16日

3月22日 ●予算修正案
▶▶弁護士報酬２億円
と債務負担行為を削除
する予算修正案を賛成
多数で可決
●山梨県顧問弁護士の選
任等に関する条例案
▶▶賛成多数で可決

●「予算修正案」再議
▶▶再可決に必要な３分
の２以上（２４人）の賛成を
満たさず否決

会派「自民党誠心会」が弁護士報酬２
億円を６３万円に減額する再修正案の
提出方針を決定

●「予算の再修正案」
▶▶６会派共同で弁護士
報酬２億円を７０万円（税
込）に減額するなどした
再修正案を提出し、賛成
多数で可決

●「弁護士の選定に関する条例案」の
再議
▶▶再議で、成立に必要な３分の２以
上（２４人）の賛成を満たさず否決、廃案
●条例案の付帯決議の再議
▶▶弁護士報酬に関する基準の策定
を求める付帯決議を賛成多数で
可決、決定

1.顧問弁護士の選定にあたり、原則的に県内の弁護士から選ぶ。
2.「特に必要があると認める場合」には議会の議決を経て、県外や国外
　の弁護士を選定することができる。
3.原則的に、訴訟代理人は顧問弁護士が務める。
4.報酬基準は設けず、付帯決議で執行部へ早急に定めることを求める。

条
例
の
要
点

※3 再議権とは…
議会に対する首長の拒否権。地方自治法に
基づき、首長は、予算や条例に関する議会の
議決に異議がある場合、審議のやり直しを求
めることができる。再議に付された議案の可
決には出席議員の「３分の２以上」の賛成が
必要で、過半数で決定する一般議案よりハー
ドルが高くなる。

　新たな裁判の着手金として予算計上された約２億円の弁護
士報酬をめぐり、山梨県議会は令和３年度当初予算案から弁
護士費用などを削減した予算修正案を賛成多数で可決しまし
た。修正案は、住民訴訟に関連した裁判を担当する弁護士へ
の着手金にあてる約２億円の削減と、結審後の成功報酬の支
払いについて定めておく債務負担行為を削除する内容。予算
特別委員会で、着手金の算定根拠や債務負担行為の内容が
「適切ではない」として委員から動議が提出されていました。
　予算修正案は可決後すぐに、知事により再議に付され、再可決に必要な３分の２以上の賛成に達
せず最終的に否決となりました。

県議会での議論を踏まえた弁護士費用をめぐる論点
●弁護士報酬２億円の算定根拠
→歴代知事らの損害賠償責任を“前提”とした「将来的に起こる可能性のある裁判」の着手金であ
り、住民訴訟の判決が確定した後に予算計上するべきだ。
●債務負担行為の曖昧(あいまい)な対象範囲
→対象となる訴訟が不明確で、設定範囲（事項、期間、限度額）をより具体的に明記にするべきだ。
●適用対象が明確でない報酬基準
→(旧)日本弁護士連合会報酬等基準を初めて適用して報酬を算定したが、県として同基準を適用す
るルールはなく、県独自の弁護士報酬や裁判費用に関する基準を定めて対応するべきだ。

以上のことなどから予算修正が必要と考えました。

※1 付帯決議とは…
県議会の委員会が予算案や条例案を可決す
る際、その委員会の意思を表明するものとし
て行う決議のこと。

　予算修正案と弁護士選任などに関する条例案の可決後、長崎知事は議決に異議があるとし
て地方自治法に基づく再議を要請。修正案と条例案はいずれも再可決に必要な３分の２以上の
賛成を得られずに否決されました。予算修正案の再議は昭和25（１９５０）年ぶり、条例案の再
議は初めてで、県政史上かつてない再議権の行使でした。
　再議による予算修正案の否決を受け、自民党誠心会は２億円を６３万円に減額する再修正案
の提出を準備。再修正案に対して執行部が理解を示したことで、本会議休憩中に他会派とも協
議が行われて、最後は複数会派による新たな修正案の共同提出が決まりました。再修正案は２
億円から「７０万円（６３万円に消費税を加えた額）」への減額と、債務負担行為の対象範囲を具
体化する内容で賛成多数で可決。加えて、弁護士報酬に関する基準を定めることや、最小の費
用となるよう努力することを執行部に求める付帯決議を全会一致で可決しました。

付帯決議に「賛成」向山の判断

山梨県は足立弁護士に対して、
①顧問弁護士料　　毎月２２万円
②訴訟委任契約　　毎月２２万円
③調査業務委託費　総額６６００万円
④検証委員会費用　日額９８００円（開催日数）
という４種類の契約を結んでいます。
いずれも裁判を進める上で生じた予算ですが、
公金支出である以上は議会への丁寧な説明が

向
山
の
考
え

長崎幸太郎知事が修正予算と
条例の再議を要請

3月23日

1日間の会期延長決定

3月24日

1日間の会期延長決定

Point
1

Point
1

弁護士報酬２億円と債務負担行為※2の
削除を求める予算修正案を可決

予算修正案に「賛成」向山の判断

向
山
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2

Point
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Point
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Point
4

Point
4

必要です。今回の６６００万円のように議決した
予算を流用した場合、本来は予算審議の対象
ではないものの、県民感覚で高額な支出につ
いては、議会を通じて県民への説明責任を果
たすよう努めるべきです。また、調査業務委託
費が妥当性のある支出だったのか、執行部は
報告書などの成果物をきちんと検証して議会
へ適切に説明することが求められます。

2月定例会『4つのポイント』

※4 「７０万円」の根拠…
(旧)日本弁護士連合会報酬等基準では、裁判
で認められた金額（経済的利益）が算定でき
ない場合は「算定基準８００万円」を用いる。着
手金の計算式で算出した４９万円に、金額の３
０％範囲内で増減額することができる規定を
準用すると最大で６３万７千円。税込みで「７０
万１千円」となる。
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2月定例会 開会

2月定例会　閉会

全員協議会で、県執行部
が弁護士の選定や報酬の
指針（骨子案）を提示

3月31日

県有地特別委員会時の様子

「向山のりとしチャンネル」

本会議での質疑は動画で

「県有地問題」をめぐる総額６６００万円  の調査業務委託費や約２億円の弁護士費用が議論の的となった山梨県議会２月定例会は、２度の会期延
長を経て３月２４日に閉会しました。７１年  ぶりの予算修正や再議が行われ、公金支出の在り方が問われた議会を「４つのポイント」から振り返ります。

用語解説

山梨県議会２月定例会 経過表

弁護士の選任手続きの
透明性を求める条例制定

　再議を経て、結果的に議会としての統一的な考え方を県民の皆様に示したと考えます。一方、一部
報道で「県民不在だ」との批判が上がりました。議会の議決を否定する再議権の行使ではなく、執行部
が予算の必要性について時間をかけて議会に説明した後、新たに補正予算に計上する選択肢もあり
ました。
　また、予算の修正箇所は、人件費などの義務的経費でなく「将来的に起こる可能性がある裁判」の
着手金にあてる２億円です。再議を要請すると、県民生活に直結する予算全体の執行が止まってしま
うため、本来であれば再議権の行使は抑制的であるべきです。
　執行部や会派間の協議で、２億円が７０万円に減額した経緯が不透明との意見もあります。議会とし
て県民の皆様への説明責任を果たしつつ、執行部の判断や再議の在り方についてもしっかりと議論
する必要があります。

条例案に「賛成」向山の判断
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７1年ぶり再議権※3の行使
再修正案で「２億円」→「７０万円」※4に減額

予算の再修正案に「賛成」向山の判断
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条例案提出時の様子（向山：写真左）

本会議での
質疑は動画で

「向山のりとしチャンネル」


